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区　　　分

１．財政調整基金
２．減債基金
３．その他の基金
小　　計

４．地域振興基金
合　　計

年度末残高
①

当初予算増減額
②

当初予算後残高
③＝（①+②）

6月補正増減額
④

6月補正後残高
⑤＝（③+④）

市民一人当たり
国東市 34,206人

1,517,620
747,382

1,226,089
3,491,091

0
3,491,091

△ 622,300
△ 327,996
△ 33,510
△ 983,806

0
△ 983,806

895,320
419,386

1,192,579
2,507,285

0
2,507,285

484,001
0

459
484,460
527,000

1,011,460

1,379,321
419,386

1,193,038
2,991,745
527,000

3,518,745

40
12
35
87
15
103

平成18年度 参　　考平成19年度
（単位：千円）

※上記特別会計基金とは別に、市民病院事業及び工業用水道事業特別会計は、
　現金・預金がそれぞれ平成18年度末、988,210千円、69,938千円あります。

※国東市の人口34,206人は、平成17年国勢調査結果によるものです。

2,136,165
2,725,317
(1,564,826)
(423,491)
(210,000)
(527,000)
△ 589,152

11.2%
皆増
皆増
皆増
皆増
皆増

△ 3.1%

増減額 増減率
区　　　分

Ａ．通常の予算比較
Ｂ．平成19年度の４つの新規事業の合計（１～４）

１．安岐町統合小学校等施設整備事業
２．くにさき総合文化センター分繰上償還
３．決算剰余金の財政調整基金積立
４．地域振興基金積立金

Ｃ．４つの新規事業を控除した予算比較（Ａ－Ｂ）

増減比較（①－②）

19,011,935
0
0
0
0
0

19,011,935

当初予算額通年予算額
（6月補正後）

②平成18年度

21,148,100
2,725,317
(1,564,826)
(423,491)
(210,000)
(527,000)

18,422,783

①平成19年度
（単位：千円）■予算比較

■基金残高の状況
一般会計

区　　　分

特別会計基金合計

年度末残高
①

当初予算増減額
②

当初予算後残高
③＝（①+②）

6月補正増減額
④

6月補正後残高
⑤＝（③+④）

市民一人当たり
国東市 34,206人

952,886 △ 253,230 699,656 0 699,656 20

平成18年度 参　　考平成19年度
（単位：千円）特別会計

区　　　分

一　般　会　計
特　別　会　計
合　　計

年度末残高
①

当初予算借入額
②

当初予算後残高
③＝（①+②）

6月補正借入額
④

繰越事業分
⑤

市民一人当たり
国東市 34,206人

30,138,199
13,783,588
43,921,787

1,833,600
438,700

2,272,300

31,971,799
14,222,288
46,194,087

1,226,200
△ 40,300
1,185,900

30,800
20,600
51,400

6月補正後残高
⑥＝（③+④+⑤）
33,228,799
14,202,588
47,431,387

償還予定額
⑦

4,161,882
979,615

5,141,497

年度末残高
⑧＝（⑥－⑦）
29,066,917
13,222,973
42,289,890

850
387

1,236

平成18年度 参　　考平成19年度
（単位：千円）■地方債残高の状況

　

歳
入
は
、
す
べ
て
の
項
目
に
つ
い
て
、
算

定
の
根
拠
を
明
確
に
し
、
増
額
が
見
込
め

る
も
の
に
つ
い
て
は
、
増
額
補
正
を
し
ま

し
た
。
特
に
、
骨
格
予
算
の
編
成
段
階
で

は
、
算
定
が
非
常
に
困
難
で
あ
り
ま
し
た

「
地
方
交
付
税
」「
繰
越
金
」
は
、
今
回
、

大
幅
に
増
額
補
正
を
し
て
い
ま
す
。

　

歳
出
は
、「
保
健
・
医
療
・
福
祉
体
制
の

充
実
並
び
に
教
育
の
振
興
」「
第
一
次
産
業

の
振
興
」「
情
報
の
公
開
・
共
有
化
」「
文

化
・
ス
ポ
ー
ツ
の
推
進
」
の
４
本
の
柱
を
予

算
編
成
方
針
と
し
て
、
厳
し
い
財
政
状
況

の
中
で
あ
り
ま
し
た
が
、
予
算
に
反
映
し

て
い
ま
す
。
一
方
、
普
通
建
設
事
業
の
休
止

や
年
度
間
調
整
等
計
画
内
容
の
再
検
討
な

ど
、
事
務
事
業
の
厳
し
い
見
直
し
に
よ
る

減
額
を
行
い
ま
し
た
。

　

な
お
、
特
別
会
計
、
企
業
会
計
に
つ
い

て
は
、
特
定
事
業
と
し
て
の
必
要
性
や
法

令
ま
た
は
制
度
の
規
定
が
あ
る
こ
と
か

ら
、
当
初
予
算
で
「
通
年
予
算
」
を
編
成

し
て
い
ま
す
。

　

以
上
の
方
針
に
基
づ
い
て
編
成
し
た
平

成
19
年
度
一
般
会
計
の
６
月
補
正
後
の
予

算
額
は
、
２
１
１
億
４
、
８
１
０
万
円
と

な
り
、
こ
れ
を
前
年
度
の
当
初
予
算
と
比

較
し
ま
す
と
、
21
億
３
、
６
１
６
万
５
千

円
の
増
額
、
率
に
し
て
11
・
２
パ
ー
セ
ン
ト

の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
平
成
19
年
度
に
お
け

る
、
前
年
度
に
は
な
い
４
つ
の
大
き
な
事

業
「
安
岐
町
統
合
小
学
校
等
施
設
整
備
事

業
」、
減
債
基
金
の
取
り
崩
し
に
よ
る
「
く

に
さ
き
総
合
文
化
セ
ン
タ
ー
整
備
事
業

債
」
の
繰
上
償
還
、
決
算
剰
余
金
の
二
分

の
一
相
当
額
を
積
み
立
て
る
「
財
政
調
整

基
金
積
立
金
」、
合
併
特
例
事
業
債
を
財
源

と
す
る
「
地
域
振
興
基
金
積
立
金
」
の
合

計
額
は
、
27
億
２
、
５
３
１
万
７
千
円
で
、

こ
の
額
を
平
成
19
年
度
の
補
正
後
の
予
算

額
か
ら
控
除
す
る
と
、
１
８
４
億
２
、
２

７
８
万
３
千
円
と
な
り
、
こ
れ
を
前
年
度

の
当
初
予
算
と
比
較
す
る
と
、
５
億
８
、

９
１
５
万
２
千
円
の
減
額
、
率
に
し
て
、

３
・
１
パ
ー
セ
ン
ト
の
減
と
な
り
ま
す
。

（
表
「
予
算
比
較
」
参
照
）

　

ま
た
、
一
般
家
庭
の
貯
金
に
あ
た
る
市

の
基
金
残
高

は
、
平
成
19
年

度
の
当
初
予
算

の
段
階
で
は
、

前
年
度
末
と
比

較
し
て
、
９
億
８
、
３
８
０
万
６
千
円
減
っ

て
、
25
億
７
２
８
万
５
千
円
と
な
っ
て
い

ま
し
た
が
、
６
月
補
正
後
で
は
、
29
億
９
、

１
７
４
万
５
千
円
と
な
り
ま
す
。
こ
れ

に
、
新
規
に
積
み
立
て
る
地
域
振
興
基
金

５
億
２
、
７
０
０
万
円
を
加
算
す
る
と
、

35
億
１
、
８
７
４
万
５
千
円
で
、
こ
れ
を

市
民
一
人
あ
た
り
に
換
算
す
る
と
、
約
10

万
３
千
円
と
な
り
ま
す
。

　

一
方
、
借
金
に
あ
た
る
一
般
会
計
の
地
方

債
残
高
は
、
本
年
度
末
、
２
９
０
億
６
、

６
９
１
万
７
千
円
で
、
市
民
一
人
あ
た
り
、

約
85
万
円
と
な
り
ま
す
。
こ
れ
は
、
基
金

の
一
人
あ
た
り
10
万
３
千
円
の
約
８
・
３

倍
に
も
な
り
ま
す
。

（
表
「
基
金
残
高
の
状
況
」「
地
方
債
残
高

の
状
況
」
参
照
）

　

こ
の
一
般
会
計
に
、
国
民
健
康
保
険
事

業
特
別
会
計
や
老
人
保
健
医
療
事
業
特
別

会
計
な
ど
、
13
の
特
別
会
計
の
予
算
を
加

え
た
予
算
総
額
は
、
４
１
３
億
６
、
２
２

４
万
９
千
円
と
な
り
ま
す
。

　

な
お
、
６
月
補
正
後
の
現
予
算
は
、
今

後
の
税
の
徴
収
状
況
、
地
方
交
付
税
の
確

定
、
入
札
等
に
よ
る
事
業
費
の
減
額
、
医

療
給
付
費
の
動
向
等
に
よ
り
、
大
き
く
変

わ
り
、
年
度
末
ま
で
に
補
正
が
必
要
と
な

り
ま
す
が
、
予
算
の
節
減
に
努
め
、
基
金

の
取
り
崩
し
や
市
債
の
借
入
を
少
し
で
も

減
額
す
る
よ
う
努
力
し
ま
す
。

一
般
会
計
予
算
主
要
事
業
の
説
明

歳
　

入

市
税

　
　

市
税
は
、「
市
民
税
」
14
億
１
、
３
７

３
万
円
、「
固
定
資
産
税
」
16
億
２
、
６

８
５
万
５
千
円
が
主
な
も
の
で
す
。

地
方
譲
与
税

　
　

地
方
譲
与
税
は
、「
自
動
車
重
量
譲
与

税
」
２
億
３
、
２
６
９
万
３
千
円
、「
地

方
道
路
譲
与
税
」
８
、
３
４
２
万
１
千

円
が
主
な
も
の
で
す
が
、「
所
得
譲
与
税
」

は
、
国
税
の
所
得
税
が
住
民
税
に
「
税

源
移
譲
」
さ
れ
た
た
め
、
本
年
度
よ
り

廃
止
と
な
り
ま
し
た
。

地
方
交
付
税

　
　

地
方
交
付
税
は
、「
普
通
交
付
税
」
80

億
３
、
４
２
３
万
８
千
円
、「
特
別
交
付

税
」
６
億
８
、
６
３
５
万
７
千
円
で
す
。

国
庫
支
出
金

　
　

国
庫
支
出
金
は
、「
安
岐
町
統
合
小
学

校
等
施
設
整
備
事
業
費
国
庫
負
担
金
」

４
億
７
、
３
７
０
万
円
、「
生
活
保
護
費

国
庫
負
担
金
」
３
億
４
、
８
０
０
万
円
、

「
保
育
所
措
置
費
国
庫
負
担
金
」１
億
５
、

２
０
０
万
円
、
ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ
施
設

整
備
事
業
に
係
る
「
農
山
漁
村
活
性
化

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
支
援
交
付
金
」
１
億
１
、

８
９
７
万
８
千
円
、「
馬
場
中
園
線
他
２

路
線
の
緊
急
地
方
道
路
整
備
交
付
金
」

１
億
２
、
９
２
５
万
円
な
ど
が
主
な
も

の
で
す
。

県
支
出
金

　
　

県
支
出
金
は
、「
保
険
基
盤
安
定
県
負

担
金
」
１
億
３
、１
４
１
万
５
千
円
、「
保

育
所
措
置
費
県
負
担
金
」
７
、
６
０
０

万
円
、「
中
山
間
地
域
等
直
接
支
払
交
付

金
事
業
県
補
助
金
」
８
、
３
８
５
万
円
、

内
迫
、
平
床
漁
港
の
整
備
に
係
る
「
漁

港
漁
村
再
生
交
付
金
県
補
助
金
」
７
、

０
０
０
万
円
な
ど
が
主
な
も
の
で
す
。

繰
入
金

　
　

繰
入
金
は
、「
く
に
さ
き
総
合
セ
ン

タ
ー
整
備
事
業
債
」
の
繰
上
償
還
分
４

億
２
、３
４
９
万
１
千
円
を
含
め
た
「
減

債
基
金
繰
入
金
」
７
億
５
、
１
９
３
万

７
千
円
、「
財
政
調
整
基
金
繰
入
金
」
３

億
４
、
８
９
９
万
９
千
円
が
主
な
も
の

で
す
。

市
債

　
　

市
債
は
、「
ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ
施
設
整


